
■教科の専門的内容と指導法を一体的に学ぶことを可能とする
「教科及び教職に関する科目」に大括り化

教育職員免許法の改正
（平成28年11月）

教職課程コアカリキュラムの作成
（平成29年11月）

教育職員免許法施行規則の改正
（平成29年11月）

■学校現場で必要とされる知識や技能を養成課程で獲得できるよ
う、 教職課程の内容を充実。

教職課程に新たに加える内容の例

【単 位 化】 ・特別支援教育 ・外国語教育
【必修内容として明確化】 ・ICTを用いた指導法 ・道徳教育の理論 ・学校体験活動
・チーム学校への対応 ・総合的な学習の時間の指導法 ・アクティブ・ラーニングの視点に
立った授業改善 ・カリキュラムマネジメント ・学校安全への対応 ・学校と地域との連携
・キャリア教育 等

■教科や学校種によって異なる教職課程のうち、共通性の高い
「教職に関する科目」において、全大学の教職課程で共通的に
修得すべき資質能力を明確化
■教職課程の認定を行う際に確認すべき事項として活用
（平成30年の全大学の課程認定から活用）

■教科のうち、英語については特に指導法、専門科目についても作成

教職課程コアカリキュラムの例（各教科の指導法の場合）

これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について（平成27年12月中央教育審議会答申）

全体目標
教科における教育目標等について理解し、学習指導要領の内容と背景となる学問と
を関連させて理解を深めるとともに、授業設計を行う方法を身に付ける。

一般目標 具体的な授業場面を想定した授業設計を行う方法を身に付ける。

到達目標

学習指導案の構成を理解し、具体的な授業を想定した授業計画と学習指導案を作
成できる。

模擬授業の実施とその振り返りを通して、授業改善の視点を身に付けている。

全大学の教職課程の審査・認定
（平成30年）

教科及び教職に関する科目
教科の専門的内容と指導法を統合した科目など意欲的な取り組みが実施可能となる

教科の指導法の例
・学習指導要領における理科の目標と内容
・板書計画や指導案の作成 ・模擬授業

教科の専門的内容の例
・物理学 ・化学
・生物学 ・地学

平成31年４月１日から、認定を受けた1,283校の大学等の合計1万9,416課程で履
修内容を充実させた教育課程の開始

✔平成28年の法改正及び平成29年の省令改正により、学校現場の状況の変化や教育を巡る環境の変化に対応するため、特別支援教育の充実や、
ＩＣＴを用いた指導法等の内容が新たに盛り込まれたところ。

✔教職課程を有する全ての大学等（1,283校）に設置される合計1万9,416課程に上記内容が盛り込まれたことを国において審査・認定し、平成31年
４月より新たな教職課程が始まった。

教員養成に関する近年の政策動向について
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＜今後のスケジュール＞
令和２年10月 令和３年４月 令和４年４月

教職課程等の開始
省令の改正及びコアカリキュラム

の作成 授業科目の整備
教員養成部会での議論

国

大学

入 学

総論の修得

社会一般の教養

実践による
総まとめ

卒 業

教科毎に分化し
た修得

「情報機器の操作」（２単位）

「各教科の指導法（情報機器及び教材の活
用を含む。） 」の一部

＜現行のICT修得の状況＞

現状、制度上の位置付けなし

「教育の方法及び技術（情報機器及び教材
の活用を含む。）」の一部

点検評価の仕組みなし

大学において順次開設される「数理、データ活用及び人工知能に関する科
目」を「情報機器の操作」と選択可能とする（いずれか２単位）。

※「数理、データ活用及び人工知能に関する科目」を開設している大学は原則、教職課程の
学生に当該科目を修得させることを求める。

教科毎にICTを活用する授業をまとめた動画コンテンツ等の活用※による「各
教科の指導法（情報通信技術の活用を含む。） 」の内容の充実

＜新たなICTの修得体制＞

「教職実践演習」においてICTを活用した演習（例えば模擬授業等）を行
うこととする

含むこととされている「（情報機器及び教材の活用）」を切り出し、当該内
容に関して、新たに「情報通信技術を活用した教育の理論及び方法」 を事

項に追加し、１単位以上修得することを求める。
加えて、追加された事項に関するコアカリキュラムを作成。

・自己点検評価を通じて大学が自ら確認（令和３年５月７日「教育職員免許法

施行規則等の一部を改正する省令」施行・公布/「教職課程の自己点検・評価及び全学的に
教職課程を実施する組織に関するガイドライン」策定）

・大学における点検状況の国によるフォローアップ（令和２年10月５日「教職課程
における教師のICT活用指導力充実に向けた取組について」）

「教職実践演習の実施に当たっての留
意事項」（課程認定委員会）の改正

国等が作成した動画コンテンツ等の提供

省令改正、
追加事項に関するコアカリキュラムの作成

省令改正

省令改正、ガイドライン策定
及び通知

令和３年度末
大学からの届出〆

※新たに追加される事項においても活用することとする。

教職課程におけるＩＣＴ活用に関する内容の修得促進に向けた取組
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「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について（令和３年３月12日中央教育審議会諮問）
【概要】

「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実し，「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善につなげる。
2020年代を通じて実現すべき「令和の日本型学校教育」で目指す学びの姿

ICTの活用と少人数学級を車の両輪として，「令和の日本型学校教育」を実現し，それを担う質の高い教師を確保するため，教師の養成・採用・

研修等の在り方について，既存の在り方にとらわれることなく、基本的なところまで遡って検討を行い、必要な変革を実施、教師の魅力を向上

⚫ 学校教育を取り巻く環境の変化を前向きに受け止め，教職生涯を通じて学び続け，子供一人一人の学びを最大限に引き出し，主体的な学びを支援す

る伴走者としての役割を果たしている

⚫ 多様な人材の確保や教師の資質・能力の向上により質の高い教職員集団が実現し，多様なスタッフ等とチームとなり，校長のリーダーシップの下，家庭や地域と

連携しつつ学校が運営されている

⚫ 働き方改革の実現や教職の魅力発信，新時代の学びを支える環境整備により教師が創造的で魅力ある仕事であることが再認識され，志望者が増加し，教

師自身も志気を高め，誇りを持って働くことができている

「令和の日本型学校教育」において実現すべき教師を巡る理想的な姿

中央教育審議会答申「「令和の日本型学校教育」の構築を目指して」【令和３年１月26日】のポイント
～全ての子供たちの可能性を引き出す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～

「令和の日本型学校教育」を担う教師の養成・採用・研修等の在り方について（諮問）

①教師に求められる資質能力の再定義 ②多様な専門性を有する質の高い教職員集団の在り方

③教員免許の在り方・教員免許更新制の抜本的な見直し ④教員養成大学・学部，教職大学院の機能強化・高度化

⑤教師を支える環境整備

・「令和の日本型学校教育」を実現するために教師に求められる
基本的な資質能力

・優れた人材確保のための教師の採用等の在り方

・強みを伸ばす育成，キャリアパス，管理職の在り方

・①を踏まえた教職課程の見直し

・学校外で勤務してきた者等への教員免許の在り方

・免許状の区分の在り方

・必要な教師数と資質能力の確保が両立する教員免許更新制の見直し

・多様化した教職員集団の中核となる教師を養成する教員養成
大学・学部，教職大学院の教育内容・方法・組織の在り方

・学生確保，教職への就職，現職教員の自律的な学びを支え
るインセンティブの在り方

・教師を支える環境整備 ・教師の学び等の振り返りを支援する仕組み
3



○ 学び続ける教師
○ 教師の継続的な学びを支える主体的な姿勢

○ 適切な目標設定・現状把握、積極的な「対話」

○ 質の高い有意義な学習コンテンツ

○ 学びの成果の可視化と組織的共有

「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿の実現に向けて 審議まとめ 概要

２．教師の研修環境の変化（体系的かつ効果的な研修体制の樹立、国公私・地域の別を問わないオンラインによる研修コンテンツの充実等）

◆教員免許更新制度導入後の社会的変化

◆「令和の日本型学校教育」を担う教師の学び

１．「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿

２．「新たな教師の学びの姿」の実現に向けて早急に講ずべき方策

３．準備が整い次第講ずべき事項と具体的方向性

・ 文部科学省においては、任命権者が、教師が教員研修計画に基づき受けた研修の履歴等を記録及び管理し、当該履歴を活用しながら、任命権者や服務監督権
者・学校管理職等が、教師との対話を通じて、教師に計画的かつ効果的な資質の向上を図るための研修の受講を奨励することを義務付けることを検討すべきである。
その際、市町村教育委員会の行う研修や学校における校内研修・授業研究なども含めたような研修の履歴等を含む仕組みにすることが望まれる。

・ 任命権者が当該履歴を記録管理する過程で、期待する水準の研修を受けていると到底認められない教師には職務命令による研修の受講や、職務命令に従わない
場合には適切な人事上又は指導上の措置を講じることが考えられ、こうしたことを国が定める指針の中で明らかにすべきである。

○ 公立学校教師に対する学びの契機と機会の確実な提供（履歴の記録管理、受講奨励）

○ 現職研修のさらなる充実に向けた国による指針の改正

○ 国公私立学校の教師を通じて資質能力を向上する機会の充実 ○ 教職に就いていない者のための学習コンテンツの開発

・ 学習コンテンツの質保証
・ ワンストップ的に情報を集約し、適切に整理・提供するプラットフォーム
・ 学びの成果を可視化するための証明の仕組み

○ 新しい姿の高度化を支える３つの仕組み

○ 教職員支援機構の果たすべき役割
・ 全国的な研修・支援のハブ機能を有する教職員支援機構において、研修受講
履歴管理システムの構築・運用に参画し、また、３つの仕組みを構築・運用し、
これらを一体的に構築・運用

◆「新たな教師の学びの姿」と教員免許更新制

１．社会的変化の速度向上と非連続化を受けた学びの在り方の変化

「新たな教師の学びの姿」を実現するための方策
を講ずることで、教員免許更新制が制度的に担保
したものは総じて代替できる状況が生じることなどか
ら、上記２．の早急に講ずべき方策と同時に、教
員免許更新制を発展的に解消し、「新たな教師
の学びの姿」を実現し、教師の専門職性の高度
化を進めていく。

教員免許更新制は、教師の学びの機会の拡大など、一定の成果は上がってきたものの、

・ 更新しなければ職務上の地位の喪失を招きかねず、自律的かつ主体的に学ぶ姿勢は発揮されにくい。

・ 10年に１度の講習は、常に最新の知識技能を学び続けていくことと整合的でない。

・ 個別最適な学びが求められる中で、共通に求められる内容を中心とする更新制とは方向性が異なっている。

・ 「現場の経験」を重視した学びは更新制の客観的な要件として位置付けることが困難である。

・ 免許状更新講習の受講は、本質的に個人的なものとならざるを得ず、組織的なものとする上で限界がある。

・ 教員育成指標や教員研修計画を策定する際に任命権者が参酌する国の指針において、時代の変化に応じて教師が身に付けるべき資質能力など基本的な視点を
明らかにすべきである。

○ 研修履歴を管理する仕組みの高度化
・ 研修受講履歴管理システムの導入

・ 都道府県教育委員会等の任命権者等との共同（共同的な研修の作成・実施等）

・ 基礎的な知識・技能を身に付けるための標準的な動画コンテンツの作成等

○ 個別最適な教師の学び、協働的な教師の学び

中央教育審議会「令和の日本型学校
教育」を担う教師の在り方特別部会

（令和３年１１月１５日）
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（独）教職員支援機構

教師教育委員会・学校管理職等

➢ 研修受講履歴管理システム（仮称）の構築・運用に参画し、
３つの仕組みを構築・運用し、これらを一体的に構築・運用

➢ 教育委員会等と質の高い研修コンテンツ（標準的な動画コン
テンツなど）を継続的・計画的に共同作成

履修証明

研
修
履
歴
を
管
理

学習コンテンツ・
研修プログラム
の開発・提供

※中教審「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会「審議まとめ」（令和３年11月15日）を基にイメージ化したもの。詳細は今後検討。

「令和の日本型学校教育」を担う新たな教師の学びの姿のイメージ

研修受講
履歴管理
システム
(仮称)

新しい姿の高度化
を支える３つの仕組み

✓ 学習コンテンツの質保証
✓ ワンストップ的に情報を集約しつつ、

適切に整理・提供するプラット
フォーム

✓ 学びの成果を可視化する
ための証明

➢ 研修機会の充実、研修内容・方法が適
時見直される仕組み

➢ 日常的なOJT、校内研修等の充実
➢ 学びの成果の可視化と組織的共有
➢ 管理職等のマネジメントの下での「協働的

な職場づくり」や主体的・自律的な研修に
向けた全校的な推進体制

➢ 必ずしも主体性を有しない教師への対応
（職務命令／人事上・指導上の措置）

➢ 学校における働き方改革の推進

研修の受講
（集合型研修／
オンライン等）

アクセス
（研修履歴
の振り返り）

学習コンテンツ
の提供

対話

➢ 教師自らの主体的な学びのマネジメント
➢ 個別最適・協働的な教師の学び
➢ 適切な目標設定と現状把握
➢ 自らの経験や他者から学ぶといった「現場

の経験」も含む学び

大学／
教職大学院

民間・教育
関係団体

文部科学省
➢ 教師の資質能力に関する指針の改正やガイドラインの策定
➢ ペーパーティーチャー等のための学習コンテンツの開発

関係者による協議や
協働を進めるための体制整備

（協議会やコンテンツ
の共同作成など）

研修の実施/受講の奨励

研修の受講・振り返り

研修プログラム
の提供
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中央教育審議会「令和の日本型学校教育」を担う教師の在り方特別部会

検討の方向性【概要】

Ⅰ．これまでの議論の整理

教師個人と学校組織 学校管理職に求められる役割

多様な専門性を有する質の高い
教職員集団を構成する人材の育成

新たな教師の学びについて

Ⅱ．検討の方向性

教師に求められる基礎的な資質能力と教職課程の見直し

特定分野に強みや専門性を持った教師の養成・採用

教員養成大学・学部、教職大学院の機能強化・高度化

教育委員会における大学・教職大学院との連携協働の促進

教職への志望動向に関する実態把握

教員採用選考試験の実施スケジュールの在り方

人物重視の多面的な採用選考

効果的・効率的な教員採用選考試験の実施

養成

採用

社会人等の登用促進

特別免許状制度の改善、特別非常勤講師制度の改善、教員資格認定試験の見直し等

研修

新たな教師の学びの姿の実現に向けた体制整備学校管理職（特に校長）に求められる資質能力の明確化

令和３年11月15日

「基本問題小委員会」において専門的な議論を深め、令和４年夏頃までを目途に一定の結論を得る
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1. 教員養成フラッグシップ大学の役割

⚫ 「令和の日本型学校教育」を担う教師の育成を先導し、教員養成の在り方自体の変革を牽引するため、①先導的・革新的な教員養成プログラム・教職科

目の研究・開発、②全国的な教員養成ネットワークの構築と成果の展開、③取組の検証を踏まえた教職課程に関する制度の改善への貢献等

2. 公募・指定の方法

⚫ 文部科学省が定める「令和の日本型学校教育」を担う教師の育成の重点課題に基づき公募（別紙）

⚫ 大学からの申請に基づき、教員養成部会の下に設置された教員養成フラッグシップ大学推進委員会において、①全学体制、②教育研究計画・構想、

③教員養成及び教育研究の実績、④成果等の普遍化・発信・共有等の観点から総合的に審査

⚫ 教員養成の優れた実績及び構想を有するものを文部科学大臣が教員養成フラッグシップ大学として指定

3. 制度上の特例

⚫ 文部科学大臣が指定した大学（学部段階）において、教育職員免許法施行規則に定める「教科及び教職に関する科目」の一部に代えて、大学が設

定するこれらに準ずる新たな科目を修得することによって、教員免許の取得（幼・小・中・特支一種及び高校）を可能とする【教育職員免許法施行規

則の改正】

⚫ 指定した大学の教職大学院において、告示※に定める「共通５領域」の必修単位数を弾力化するとともに、その一部に代えて、大学が設定する新たな

領域科目を修得することによって、教職修士（専門職）を取得することを可能とする

※ 専門職大学院に関し必要な事項について定める件（平成十五年三月三十一日 文部科学省告示第五十三号）

4. 新たな教職課程のモデル開発への参画

⚫ 指定大学は、文部科学省、国立教育政策研究所、教職員支援機構、有識者等からなる教員養成フラッグシップ大学推進委員会に参画、取組の効果に

関するエビデンスを提供し、専門的知見に基づくアドバイスを受ける

⚫ 指定大学は、推進委員会で行われる評価・検証への参画を通じ、 「令和の日本型学校教育」に対応した新たな教職課程のモデル開発に協力すること

5. 指定期間・成果の検証

⚫ 指定期間は５年間とし、成果を踏まえて継続を可能とする

⚫ 教員養成部会において特例対象大学の取組の成果を把握し、必要に応じ、教職課程に係る制度改正の検討に反映

６． スケジュール

⚫ 大学からの申請（令和3年8月～11月）→評価・選定（令和3年11月～令和4年2月）→指定（令和4年2月）→取組開始（令和4年4月）

教員養成フラッグシップ大学構想について
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教員養成フラッグシップ大学構想の推進体制と成果の展開イメージ

コアカリキュラム・教職課程
の見直しに貢献

中教審
「令和の日本型学校教育」を担う

教師の在り方特別部会

最先端のプログラムを複数大学で展開、全国的な
教員養成の充実・高度化に貢献

成果の普遍化による社会の新たな価値創造へ貢献

教員養成大学・学部、教職大学院の組織の再編、
大学間の連携等を促進

民間事業者 教育委員会・
学校現場等

教員養成フラッグシップ大学
（指定大学）

有識者

検討事項
• 教師に求められる資質能力の再定義
• 多様な専門性を有する質の高い教

職員集団の在り方
• 教員免許の在り方・教員免許更新

制の抜本的な見直し
• 教員養成大学・学部，教職大学院

の機能強化・高度化

大学、民間事業者、教育委員会・学校現場、文部科学省
、関係機関、有識者の協働により

「令和の日本型学校教育」を担う教員養成システムを実現

◆ 指定大学に求められる取組

◆ 成果の展開のイメージ

• 指定大学と民間事業者・関係機関等が協働
して先導的なプログラムを開発

• 優れた研究・人材育成拠点として先導的プロ
グラムを全国的に展開する仕組みを構築

• 指定大学の教職課程の大胆な見
直しや高度なカリキュラムマネジメン
トを通じ新たな教職課程のモデルを
提示

• 教育・教員組織の見直しや大学間連携など、教
員養成機能の強化・高度化に資する中長期の
組織体制整備に関する構想を作成

教員養成フラッグシップ大学
推進委員会

教師の養成・採用・研修等の在り方につ
いて、既存の在り方にとらわれることなく、

基本的なところまで遡って検討

推進委員会の具体的役割（例）
• 取組の効果検証のための共通の枠組みの提示
• 中教審特別部会における検討状況を踏まえたアドバイス
• エビデンスに基づく取組のフォローアップ・効果検証
• 指定大学の構想・取組事例・成果等

の戦略的発信

資質能力・教職課程等
の見直しの検討状況を

情報提供

先導的な取組みの効果の
エビデンスを提供

教職課程の特例により
弾力的なカリキュラム編成が可能
※教職課程単位の約４割（学部）、２割
（教職大学院）を大学独自に設定が可能
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「令和の日本型学校教育」を担う教師の育成の重点課題（公募のテーマ）のイメージ

◎各指定大学は、重点課題に含まれる要素を組合わせた独自の領域（テーマ）を設定し、優れた研究・人材育成拠点として全国的な教員養
成の高度化に貢献できる具体的な構想を提案

※求められる要件
✓ 民間事業者・他大学・関係機関等との連携により実施され、人的・資金的リソースの提供等、連携先との協力関係が明確であること
✓ 当該領域（テーマ）において求められる人材像と人材育成の具体的な目標が設定されていること
✓ 当該領域（テーマ）に関する優れた研究開発構想を有すること（新たな価値の創造、学問領域の創造・再編等）
✓ 構想を実現するための十分な教育・研究基盤があること（研究組織、教員組織、教学マネジメント組織等）
✓ 当該領域（テーマ）における優れた研究・人材育成拠点として構想の成果を全国的に展開する仕組みの構築

変化が激しく予測困難な時代に対応するための学習観・授業観の転換を担う教師の育成

フラッグシップ大学推進委員会において指定大学全体の取組をフォローアップ全大学共通の重点課題

児童生徒が自ら調整しながら粘り強く学習に取り組む過程を支援する視点に立ち、他者と協働しながら省察的実践に取り組み続けることを通じ、個別最適な学びと協働的
な学びの一体的な充実を通じた主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善を先導する教師を育成すること

※指定大学に求められる取組：

◼ 「令和の日本型学校教育」を担う教師として望ましい資質・能力について、教員養成段階を通じて達成すべき目標を設定

◼ 学習観・授業観の転換を担う教師の育成のためのプログラム開発

➢ 学習者（子供）中心の授業デザイン・学習活動デザインについての理解増進、ファシリテーターとしての教師の役割についての意識向上

➢ 学習科学に基づく省察的実践（仮説設定、教育実践、省察）を通じて学び続ける教師としての意識・態度の育成

➢ 学習者（子供）中心の視点に立った教職科目体系の見直し（教科専門を含む）

➢ 教師・保護者・地域・専門家等と協働する態度や、協働できる環境を整える組織マネジメントの資質・能力の育成

➢ 学校現場における教育データサイエンスの活用やSTEAM教育を先導する人材の育成

➢ 障害のある児童生徒（ギフテッドを含む）、外国人児童生徒、不登校、経済的に困難な家庭の児童生徒等、多様な子供への理解・対応力

➢ 学部と教職大学院の一体的な教員養成カリキュラムの検討、現職教員研修（教員育成指標）との連携の在り方の検討

◼ オンライン講義の活用等により先導的プログラムを複数大学間に展開するプラットフォーム等の構築

◼ 教員養成に関わる大学教員のFD等による人材育成・能力開発目標の設定・実施

◼ 取組を通じた学生の資質・能力の習得の状況の把握、取組の効果についてのエビデンスに基づく評価の実施

◼ フラッグシップ大学推進委員会における「令和の日本型学校教育」に対応した新たな教職課程のモデル開発への協力

別紙
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